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研究成果の概要（和文）：「動的均衡」という観点から、近年における世界秩序変容の基本的な特徴を、国家、
市民社会、そして資本制市場の三つの要素の相互関係に照らして分析した。グローバル化した市場は、先進国に
おいて格差を広げ、中間層の没落を引き起こしてきた。富裕層／債権者が各国家に対するコントロールを強める
とともに、没落する社会層は民主主義の手続きをもっぱら「現状への否」を表出する回路として用いてきた。
　民主的な手続きが、その時々の多数意志を表すだけではなく、国家(国家間の協調)が市場との関係においてい
かなる役割を果たすべきかについての意見形成の実質をそなえることが、安定した均衡に向けて秩序を回復する
ためには不可欠となる。

研究成果の概要（英文）：We examined the changing relations of state, civil society, and market from 
the viewpoint of "a dynamic balance" of them. Major actors of globalized market have increased their
 political influences on policies of advanced countries and brought tendencies towards further 
disintegration of a society. 
We focused on democracy seen as the key element of those inter-relations. Democratic institutions 
are not only for identifying the will of the present majotity but also for promoting 
opinion-formation with respect to possible roles the major instituions of a political society should
 perform in controlling capitalist market. We identified some major problems to be inquired further 
inherent in the idea of the democratic cotrol of the market.

研究分野：政治理論
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究では、とりわけ、市場のグローバル化が国家とその民主主義のあり方に深甚な影響を及ぼしてきたこと
を、富裕層ないし国際的な債権者の政治的影響力の増大、メディアの媒介機能の弱化、市民層と公共圏の分断化
といった諸側面において明らかにした。福祉国家のもとでの再分配と成長の「均衡」は、社会保障および雇用保
障がともに後退するなかで崩れてきた。
　本研究は、市場に対する民主的コントロールが可能であるとすればそれはどのようにしてかについて、各国
家、地域(EU等)、国家間協調による世界内政の三つの面から検討し、それぞれどのような課題があるかを明らか
にした。



１．研究開始当初の背景 
  本研究を始めるに当たっての基本的な問題関心は、20世紀の最後の 4半世紀以降昂進してき
た市場中心の世界秩序の再編をどうとらえるかにあった。各国の経済／社会保障政策は、たと
えばW・シュトレークが指摘するように、「市場の民」たる国際的な債権者の利害関心によっ
てかなりのところ規定され、また、「国家の民」たる市民間の関係には、経済的・社会的格差
の拡大と分断・隔離(segregation)が大きく影を落とすようになった。また、国家と市民との関
係においては、「現状への否」の憤懣の表出が民主政治を色濃く特徴づけるようになり、ポピ
ュリズムや排外主義の傾向が強まってきた。本研究を促したのは、これらの変化が互いにどの
ように関連しあって生じているのかを近年の研究を踏まえつつ分析しようという関心であっ
た。 
 
２．研究の目的 
  本研究の目的は、国家‐市場‐市民社会の接触／摩擦／反撥の動態を明らかにし、互いに異
なった形態の権力が行使される 3つのセクターの間の「動的均衡」としての世界秩序の実態と
その変容を理解することにあった。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、国家‐市場‐市民社会の 3つのインターフェイス、すなわち、国家と市民社会の
間(政治社会)、市場と市民社会の間(経済社会)、そして国家と経済の間(政治経済)に注目し、
それらが相互にどのように連動して、相互の変化を導いているのかを、データ、統計、研究文
献等の各種資料の調査・分析を踏まえて明らかにしようとした。 
 具体的には、政治理論、比較政治学、国際政治学の研究者が、それぞれの研究関心にもとづ
いて、各種資料を調査・分析し、関係研究者も招聘した数次の研究会において、研究の中間成
果を報告しあい、相互に検討を行って問題に関する理解の共有・深化をはかった。 
 
４．研究成果 
 まず、市場‐市民社会の関係については、T・ピケティや B・ミラノヴッチらによる格差拡
大の原因を歴史的かつグローバルに探求する研究にも依りながら、ミドルクラスの没落、経済
的・社会的不平等の拡大、そして生活空間の分断・隔離等により社会の脱統合化が深まりつつ
ある現状を確認した。また、私企業における統治に今日どのような問題(支配‐被支配の関係な
ど)があるのかについて、E.アンダーソンらを参照して検討を加えた。さらに、社会の統合をど
のように回復するかをめぐってリベラル・ナショナリズムおよび憲法パトリオティズムの構想
を比較対照した考察を加えた。 
次いで、国家‐市民社会の関係については、近年の欧州のポピュリズムについての研究報告
も受け、中産下層階級を中心とした憤懣の表出が民主政治を大きく左右している現状について
理解を深めた。また、そもそもなぜ不平等が問題なのかについて J. ロールズや T.M.スキャン
ロンらを参照して理論的な検討を行った。さらに、市民間の平等(equal citizenship)の維持し、
支配や抑圧の関係が市民の間に生じることを阻止しようとする「関係論的な平等主義」の議論、
各人の選択に反応する一方、各人がコントロールできない運の影響を中和化しようとする、い
わゆる「運の平等主義」の議論についてもやや立ち入って検討し、これらの議論がどのように
接合しうるのかについて考察した。 
そして、国家‐経済の関係については、グローバルな市場はどのような制度によって編成さ
れてきたのかについて概観するととともに、WTO 等グローバルな制度的秩序がどのような不
正義を引き起こしてきたかについて T. ポッゲらの研究によって考察した。またグローバルな
「人の移動」(経済移民、頭脳流出等)についてもとくに検討を加え、移民の受容(送り出し)が
正当化される条件とは何かについて探求した。さらに、短期的・投機的な資本の移動を制御し
うる制度構想、グローバルな資源の消費について一定の条件をつける制度構想、再分配と区別
される当初分配(pre-distribution)の重要性への注目等、市場を補正する制度や政策指針につい
て検討した。市場をどのような回路を通じて、またどのような制度や政策を通じて統治すべき
か／しうるのかについては論争があり、資本主義と民主主義は今後どのようなかたちで両立可
能なのかをテーマとする研究につなげ、引き続き検討することとした。 
全体を通じて、民主主義が、秩序均衡の破綻ないし回復の鍵をにぎることが本研究に携わっ
たメンバーの共通了解となった。民主主義を通じた社会統合、政治的平等を維持し、再分配を
擁護しうる民主的意見‐意思形成、国境を越えた民主主義とデモイ(デモスの複数形)の形成、
「人の移動」による市民の再定義、グローバルな制度的秩序を民主的に統制しうる制度、現在
の多数意思の立憲主義による制御、党派性(partizanship)とそれが果たしうる役割、テクノク
ラシー(知者による統治)と対比した民主主義に固有の価値など、民主主義の単位(境界)、主体
(アクター)、意思形成‐決定の手続き、それがもつ道具的および非道具的価値について探求を
深めることができた。 
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